
報道関係各位

件 名 職員の給与改定等について

１２月定例会に提出する、飯能市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（案）、飯

能市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例（案）、飯能市の

市長、副市長及び教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条例（案）の改正内容につ

いては、以下のとおりです。

１ 一般職職員の給与改定について

（１）概要

人事院勧告に基づく国家公務員の給与改定状況、埼玉県人事委員会勧告に基づく埼玉

県職員の給与改定状況及び近隣市の職員の給与改定状況を勘案し、給料表の水準を引き

上げるほか、期末・勤勉手当の年間支給割合を改めるとともに、住居手当の支給額を改

定等するものです。

（２）内容

ア 月例給

給料表の水準を引き上げます。

行 政 職 給 料 表 ： 表上の改定率 ０．０８％（実際の改定率 ０．１７％）

医療職給料表(1) ： 〃 ０．０８％（ 〃 ０．１１％）

医療職給料表(2) ： 〃 ０．０８％（ 〃 ０．００％）

技能労務職給料表 ： 〃 ０．１７％（ 〃 ０．００％）

企業職給料表(1) ： 〃 ０．０８％（ 〃 ０．１３％）

企業職給料表(2) ： 〃 ０．１７％（ 〃 ０．００％）

イ 手当

（ア）住居手当

○ 賃貸住宅

支給の対象となる家賃の基準を７,０００円引き上げ１６，０００円とし、住居

手当の上限額を１，０００円引き上げ２８，０００円とします。ただし、改定に

より従前の住居手当より２，０００円を超える減額となる場合は、令和２年度に
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限り、従前の住居手当から２，０００円を控除した額を支給します。

○ 自ら所有し、居住する住宅

自ら所有し、居住する住宅に係る住居手当は、令和２年３月３１日をもって廃

止します。ただし、同日までに、現に住居手当の支給を受けている場合は、令和

２年度に限り、月額３，０００円を支給します。

（イ）期末・勤勉手当

年間支給割合を０.０５月分引き上げます。

○ 令和元年１２月期の勤勉手当を０.０５月分引き上げます。

（０.９２５月分→０.９７５月分）

○ 令和２年度以降の６月期及び１２月期の勤勉手当の支給割合を均等にします。

（各期０.９５月分）

（３）適用期日

上記(２)アの月例給については、平成３１年４月１日とします。上記(２)イ(ア)の住

居手当の改定については、令和２年４月１日とし、(２)イ(イ)の勤勉手当の引上げにつ

いては、令和元年１２月１日とし、令和２年度以降の勤勉手当の支給割合均等化につい

ては、令和２年４月１日とします。

２ 市議会議員の期末手当の支給割合の改定について

（１）概要

一般職職員の期末・勤勉手当の改定状況等を考慮し、議員の期末手当の支給割合を年

間で０．０５月分引き上げるものです。

（２）内容

期末手当の年間支給割合を現行４．４５月から０．０５月分引上げて４．５月にする

ため、令和元年１２月期の期末手当の支給割合を現行２．２２５月から２．２７５月に

引き上げます。

令和２年度から、６月期及び１２月期の期末手当の支給割合を２．２５月とします。

（３）適用期日

令和元年１２月１日とします。ただし、上記(２)内容のうち令和２年度の支給割合の

改定については、令和２年４月１日とします。



３ 市長、副市長及び教育長の期末手当の支給割合の改定について

（１）概要

一般職職員の期末・勤勉手当の改定状況等を考慮し、市長、副市長及び教育長の期末

手当の支給割合を年間で０．０５月分引き上げるものです。

（２）内容

期末手当の年間支給割合を現行４．４５月から０．０５月分引き上げて４．５月にす

るため、令和元年１２月期の期末手当の支給割合を現行２．２２５月から２．２７５月

に引き上げます。

令和２年度から、６月期及び１２月期の期末手当の支給割合を２．２５月とします。

（３）適用期日

令和元年１２月１日とします。ただし、上記(２)内容のうち令和２年度の支給割合の

改定については、令和２年４月１日とします。
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